
■ 受動喫煙防止区域における喫煙者への対応フロー図 

《過料処分に至るまでの対応》 
 

 

 

 

 

 

 

 

《現場での対応》 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

《行政処分の手続》 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
① 情報提供 

② 施設管理権の行使状況確認 

喫煙者に対する注意等の施設管理権の行使状況を確認しま

す。施設管理権の行使が不十分な場合は施設管理者に対して

助言、注意喚起等を行います。 

 
② 施設管理権の 

行使状況確認 

① 情報提供 

県民の方からの情報提供の場合は、まず、施設管理者に当

該情報を連絡する旨を説明します。（施設管理者からの情報提

供の場合は、②へ） 

③ 個別訪問 

施設管理者による喫煙の中止の要請に応じないなど、施設

管理者による対応が難しい場合は、個別訪問を行います。 

 
④ 実地確認 ④ 実地確認 

ア 喫煙が終了している場合 
実地確認の時点で現に喫煙していない場合、違反者に対

する条例の説明等を行い、以後の協力を要請します。 
イ 喫煙を継続している場合 
実地確認の時点で喫煙を継続している場合、まず当該区

域の喫煙環境を確認した上、喫煙の中止の要請（口頭によ

る警告）を行います。 

 
⑤ 警告書の交付等 ⑤ 警告書の交付等 

実地確認時の喫煙の中止の要請（口頭による警告）にも関

わらず、喫煙を継続する場合は、警告書を交付、署名を求め

ます。 

 
⑧ 過料処分 ⑧ 過料処分（第 24条第２項） 

過料処分決定通知書を交付します。 

⑦ 処分の告知 

命令に従わない場合は、過料の処分を行います。 
過料処分を行う場合は、処分の告知を行います。 

 
⑦ 処分の告知 

施設管理者による対応での解決が原則です。 

 
③ 個別訪問 

 
⑥ 命 令 ⑥ 命 令（第 16 条第５項） 

上記⑤の警告書の交付後も、なお喫煙を継続する場合は、

喫煙の中止を命令します。 


